
�愛媛県告示第９２６号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）

第３条第１項の規定により、平成２１年６月１７日次のとおり愛媛県県

税証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更を許可した。

平成２１年７月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

指定

番号

売りさばき人

氏 名

変 更 事 項

新 旧

２１ 愛媛県猟友会
松山支部
青 木 義 隆

１ 代 表 者 氏 名
青 木 義 隆

１ 代 表 者 氏 名
赤 松 守

�������
�愛媛県告示第９２７号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規定によ

り、次のように埋立てを免許した。

平成２１年７月７日

伯方港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

今治市

今治市別宮町一丁目４番地１

代表者 今治市長 菅 良二

今治市大三島町宮浦５７１４番３

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

１工区

今治市伯方町木浦字西須ノ頭甲５３５番１８から同市伯方町木

浦字岩ヶ峯乙１９２番１９までの地先公有水面

２工区

今治市伯方町木浦字西須ノ頭甲５３５番１６から同市伯方町木

浦字西須ノ頭甲５３５番１８までの地先公有水面

イ 区域

１工区

次の１点から８点までを順次直線で結んだ線並びに８点と

１点を結ぶ平成２０年の春分の満潮位（Ｄ．Ｌ．＋３．２７メート

ル）の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（今治市伯方町木浦字池ノ奥乙３１６番１、国土地理院

「木浦」三等三角点）は、北緯３４度１２分３５．４４１６秒、東経１

３３度０７分０３．６３４５秒の地点

１点は、基点から真北１３５度２３分２０秒４５０．２７メートルの地

点

２点は、１点から真北２３７度２７分３５秒１５．１５メートルの地

点

３点は、２点から真北２３７度２７分３５秒２０．４１メートルの地

点

４点は、３点から真北３２７度３２分２１秒１．６８メートルの地点

５点は、４点から真北２３７度３３分５４秒７．０４メートルの地点

６点は、５点から真北３２７度３８分４１秒１１．４１メートルの地

点

７点は、６点から真北２３７度３９分３８秒０．６０メートルの地点

８点は、７点から真北３２７度３８分０３秒３．００メートルの地点

２工区

次の９点から１点までを順次直線で結んだ線並びに１点と

９点を結ぶ平成２０年の春分の満潮位（Ｄ．Ｌ．＋３．２７メート

ル）の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（今治市伯方町木浦字池ノ奥乙３１６番１、国土地理院

「木浦」三等三角点）は、北緯３４度１２分３５．４４１６秒、東経１

３３度０７分０３．６３４５秒の地点

９点は、基点から真北１１９度０６分１３秒５６８．２７メートルの地

点

１０点は、９点から真北１８９度１２分０７秒３．０４メートルの地点

１１点は、１０点から真北２７９度１２分４０秒０．６０メートルの地点

１２点は、１１点から真北１８９度１１分１５秒１４．６０メートルの地

点

１３点は、１２点から真北２５４度５０分５２秒１４．４７メートルの地

点

１４点は、１３点から真北１６７度５６分３９秒１．２４メートルの地点

１５点は、１４点から真北２５７度５８分０６秒１．９０メートルの地点

１６点は、１５点から真北３４７度５７分０４秒０．７０メートルの地点

１７点は、１６点から真北２５７度５７分３５秒２０．００メートルの地

点

１８点は、１７点から真北１６７度５７分０４秒０．７０メートルの地点

１９点は、１８点から真北２５７度５７分２８秒２．９８メートルの地点

２０点は、１９点から真北１６７度３７分５１秒０．１２メートルの地点

２１点は、２０点から真北２５４度５０分４１秒５．９４メートルの地点

２２点は、２１点から真北１６６度２３分１７秒１．０２メートルの地点

２３点は、２２点から真北２５６度２１分３９秒１．４０メートルの地点

２４点は、２３点から真北３４６度２１分３９秒０．７０メートルの地点

発 行 愛 媛 県
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２５点は、２４点から真北２５６度２１分１４秒２９．００メートルの地

点

２６点は、２５点から真北１６６度１８分０３秒０．７０メートルの地点

２７点は、２６点から真北２５６度３２分２１秒１．４０メートルの地点

２８点は、２７点から真北３４６度３１分０１秒０．１８メートルの地点

２９点は、２８点から真北２５４度５０分５４秒１１０．１６メートルの地

点

２点は、２９点から真北３２７度３３分２６秒１６．５６メートルの地

点

１点は、２点から真北５７度２７分３５秒１５．１５メートルの地点

ウ 面積

１工区 ６２５．５２平方メートル

２工区 ３，４４７．４２平方メートル

合 計 ４，０７２．９４平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

１工区

今治市伯方町木浦字西須ノ頭甲５３５番１８から同市伯方町

木浦字岩ヶ峯乙１９２番２８までの地先公有水面及び同市伯方

町木浦字西須ノ頭甲５３５番１８から同市伯方町木浦字岩ヶ峯

乙１９２番１９までの陸域

２工区

今治市伯方町木浦字西須ノ頭甲５３５番１１から同市伯方町

木浦字岩ヶ峯乙１９２番２８までの地先公有水面及び同市伯方

町木浦字西須ノ頭甲５３５番２から同市伯方町木浦字岩ヶ峯

乙１９２番２４までの陸域

イ 区域

１工区

次のＡ点からＦ点までを順次直線で結んだ線及びＦ点と

Ａ点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（今治市伯方町木浦字池ノ奥乙３１６番１、国土地理

院「木浦」三等三角点）は、北緯３４度１２分３５．４４１６秒、東

経１３３度０７分０３．６３４５秒の地点

Ａ点は、基点から真北１３３度０８分５６秒３９４．７３メートルの

地点

Ｂ点は、Ａ点から真北１５０度０５分０１秒５７．９３メートルの

地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北２３７度２７分３５秒７２．６０メートルの

地点

Ｄ点は、Ｃ点から真北３２７度３８分３４秒１６．５３メートルの

地点

Ｅ点は、Ｄ点から真北５８度１７分２１秒３０．００メートルの地

点

Ｆ点は、Ｅ点から真北３３２度１４分３４秒４１．９３メートルの

地点

２工区

次のＡ点からＢ点までを順次直線で結んだ線及びＢ点と

Ａ点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（今治市伯方町木浦字池ノ奥乙３１６番１、国土地理

院「木浦」三等三角点）は、北緯３４度１２分３５．４４１６秒、東

経１３３度０７分０３．６３４５秒の地点

Ａ点は、基点から真北１３３度０８分５６秒３９４．７３メートルの

地点

Ｇ点は、Ａ点から真北６１度２１分４３秒２３．５８メートルの地

点

Ｈ点は、Ｇ点から真北７９度４６分４２秒１９１．４１メートルの地

点

Ｉ点は、Ｈ点から真北１００度０１分０３秒２５．３１メートルの

地点

Ｊ点は、Ｉ点から真北１８４度４０分５５秒９．６２メートルの地

点

Ｋ点は、Ｊ点から真北２１４度１７分０５秒２３．９４メートルの

地点

Ｌ点は、Ｋ点から真北２２９度２６分１６秒１０．４９メートルの

地点

Ｍ点は、Ｌ点から真北１８９度１３分１６秒１１．４０メートルの

地点

Ｎ点は、Ｍ点から真北９２度４４分１７秒２８．１８メートルの地

点

Ｏ点は、Ｎ点から真北１８８度５３分４３秒１５３．６２メートルの

地点

Ｐ点は、Ｏ点から真北２６３度２５分３６秒１９０．３５メートルの

地点

Ｃ点は、Ｐ点から真北３２７度３８分３４秒１０８．７３メートルの

地点

Ｂ点は、Ｃ点から真北５７度２７分３５秒７２．６０メートルの地

点

ウ 面積

１工区 ２，９７７．２２平方メートル

２工区 ４４，４９４．４２平方メートル

合 計 ４７，４７１．６４平方メートル

３ 埋立地の用途

輸送用機械器具製造業用地

４ 埋立免許年月日

平成２１年７月７日

�������
�愛媛県告示第９２８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

東温市下林上土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２１年７月７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�������
�愛媛県告示第９２９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定

により、東温市上村土地改良区から次のとおり土地改良事業の工事

が完了した旨の届出があった。

平成２１年７月７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 源平谷地区 平成２１年３月１９日

愛 媛 県 報平成２１年７月７日 第２０８０号

６４２



監 査 公 表

�愛媛県告示第９３０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定

により、東温市吉久土地改良区から次のとおり土地改良事業の工事

が完了した旨の届出があった。

平成２１年７月７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 板戸地区 平成２１年３月１９日

�������
�愛媛県告示第９３１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定

により、東温市見奈良土地改良区から次のとおり土地改良事業の工

事が完了した旨の届出があった。

平成２１年７月７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 柚寿之木地区 平成２１年３月１０日

�������
�愛媛県告示第９３２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定

により、東温市から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の

届出があった。

平成２１年７月７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ほ場整備事業 井内上地区 平成２１年３月３１日

�公表第２２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２１年７月７日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

同 和 氣 政 次

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

保 健 福 祉 課 平成２０年１０月１７日

（監査の結果）

１ 低所得世帯子弟就学奨励補助金返納金については、収入未済額の縮

減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ０ １４０，０００ １４０，０００

１８年度 ０ １４０，０００ １４０，０００

差引増減 ０ ０ ０

２ 生活安定資金貸付金償還金については、収入未済額の縮減に引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ０ ５３，７９５，８５５ ５３，７９５，８５５

１８年度 ０ ５５，９４４，２７０ ５５，９４４，２７０

差引増減 ０ △２，１４８，４１５ △２，１４８，４１５

（措置の内容）

１ 低所得世帯子弟就学奨励補助金返納金は、受給者が給付規則に反し

て他の修学資金を受給していたため、平成１１年度に支給決定時に遡っ

て取り消したことにより発生したものであり、これまで１４８，０００円が

返納され、平成１９年度末の未収入金は１４０，０００円となっている。平成

２０年度も引き続き地方局を通じ、返納の指導を行った結果、４，０００円

の納付があったものの、低所得者であることから返納は滞っており、

平成２０年度末現在の未収入金は１３６，０００円となっている。

今後も完納に向けて継続的に指導を行っていくこととしている。

２ 未収入金の収入確保については、市町に対し、市町担当者が借受人

や連帯保証人を訪問し、生活状態等の確認や償還督励を行い、その結

果を県に報告するよう、また、行方不明者についても追跡調査を行う

よう要請している。

その結果、平成１９年度末の未収入金５３，７９５，８５５円のうち、平成２０年

度は７７３，８２５円を回収したほか、１，１１４，７００円を不納欠損処分した。

平成２０年度末の未収入金は５１，９０７，３３０円となっている。

今後とも借受人の生活状況に応じた適切な償還指導により、債権の

整理に努めたい。

�������
�公表第２３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２１年７月７日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

同 和 氣 政 次

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２０年９月８日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金については、納期限内の収入確保に努めるととも

に、収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ２６０，０００ ２２４，６８０ ４８４，６８０

１８年度 ２３４，６８０ １０，０００ ２４４，６８０

差引増減 ２５，３２０ ２１４，６８０ ２４０，０００
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雑 報

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 ６４０，７９７ ３，４９５，９０９ ４，１３６，７０６

１８年度 ３７５，６１２ ３，５４１，６２６ ３，９１７，２３８

差引増減 ２６５，１８５ △４５，７１７ ２１９，４６８

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１９年度 １２８，４００ １，６５３，３６４ １，７８１，７６４

１８年度 １２８，４００ １，６３１，３１９ １，７５９，７１９

差引増減 ０ ２２，０４５ ２２，０４５

（措置の内容）

１ 過年度収入未済額については、改めて催告書を送付するとともに、

臨戸訪問により滞納者と面接を行い、納入指導を行った。

その結果、前年度からの滞納繰越額２４４，６８０円に対し、２０，０００円の

納入がなされた。

なお、平成１９年度（現年度）において、新たに戻入金の未納が発生

したため、平成１９年度末の収入未済額は４８４，６８０円となった。

平成２０年度において、訪問や文書通知等により納入指導を行った結

果、１３０，０００円の納入があったものの、新たに戻入金の未納が発生し

たため、平成２０年度末の収入未済額は１，１１３，１３６円となった。

今後も引き続き、訪問や文書通知等により納入指導を行い、収入確

保に努めたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、資金の貸付申請時において、母子自立支援員と連携して、

制度の説明と適正な償還計画の指導、貸付決定時における連帯保証人

への貸付決定通知を行うほか、償還開始直前には借主に償還が始まる

旨を通知し、口座振替を勧めるなど納期限内の収入確保に努めるとと

もに、納付がなかった者に対しては、督促状の発送、借主若しくは連

帯保証人への電話や訪問による督促を行うなど償還指導に努めた。

その結果、前年度からの繰越滞納額５，９１８，４７０円に対し、４３３，１２２

円の償還（償還率７．３％）となっており、滞納者２０名中１３名から一部

納入を得ることができた。

しかしながら、急激な景気後退による就労環境の悪化や借主の疾病

等により、生活に困窮し償還できない者が多く、平成２１年４月３０日時

点の償還未済額は、６，５２４，７５８円と多くなっている。

この貸付金償還金は、本特別会計における貸付金の財源であること

から、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導により、納

期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に努めたい。

�公 告

平成２１年度行政書士試験の実施について

行政書士法（昭和２６年法律第４号）第４条第１項の規定により愛

媛県知事から財団法人行政書士試験研究センターに委任された行政

書士試験について、行政書士試験の施行に関する定め（平成１１年自

治省告示第２５０号）第８に基づき、次のとおり公示します。

平成２１年７月７日

財団法人行政書士試験研究センター

理事長 木 寺 久

１ 試験期日

平成２１年１１月８日（日）午後１時から午後４時まで

２ 愛媛県における試験場所

松山市文京町３番 愛媛大学 城北キャンパス

３ 試験の科目及び方法

� 試験の科目

試験科目 内 容 等

行政書士の業務に

関し必要な法令等

（出題数 ４６題）

憲法、行政法（行政法の一般的な法

理論、行政手続法、行政不服審査法、

行政事件訴訟法、国家賠償法及び地

方自治法を中心とする。）、民法、

商法及び基礎法学の中からそれぞれ

出題し、法令については、平成２１年

４月１日現在施行されている法令に

関して出題します。

行政書士の業務に

関連する一般知識

等

（出題数 １４題）

政治・経済・社会、情報通信・個人

情報保護、文章理解

� 試験の方法

ア 試験は、筆記試験によって行います。

イ 出題の形式は、「行政書士の業務に関し必要な法令等」は

択一式及び記述式、「行政書士の業務に関連する一般知識等」

は択一式とします。

※ 記述式は、４０字程度で記述するものを出題します。

４ 受験手続

� 郵送による受験申込み

ア 受付期間

平成２１年８月３日（月）から９月４日（金）まで

イ 受付場所

（財）行政書士試験研究センター

受験願書と一緒に配布する封筒により簡易書留郵便で郵送

してください（あて先は印刷されています。）。９月４日の

消印があるものまで受け付けます。

ウ 提出書類

受験願書一式（配布場所についてはオを御覧ください。）

エ 受験手数料

７，０００円

受験手数料の納付方法については、試験案内を御覧くださ

い。

オ 試験案内及び受験願書の配布方法、配布期間及び配布場所

� 郵送配布

配布期間 平成２１年８月３日（月）から８月２８日（金）

まで

郵送を希望する方は、１４０円分の切手を貼った、あて先

明記の返信用封筒（角２号：Ａ４サイズの用紙が折らずに

入る大きさ）を同封した上、封筒の表に「願書請求」と朱

書きして、下記あて先まで郵便で請求してください（８月
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２８日必着のこと。）。

名称 （財）行政書士試験研究センター

住所 〒１００－８７７９ 郵便事業（株）銀座支店留

� 窓口配布

ａ 配布期間

平成２１年８月３日（月）から９月４日（金）まで

ｂ 配布場所

別表に掲げる場所

� インターネットによる受験申込み

ア 受験申込み画面への入力

（財）行政書士試験研究センターのホームページ（http：／／

gyosei―shiken．or．jp）からインターネット出願画面に接続し、

画面の項目に従って必要事項を漏れなく入力してください。

イ 受験手数料の払込み

� 受験手数料（７，０００円）の払込みは、クレジットカード

（申込者本人名義のものに限る。）による決済のみとなり

ます。

� 利用できるクレジットカード

ＶＩＳＡ・Ｍａｓｔｅｒ・ＵＣ

� 一旦払い込まれた受験手数料は、原則として返還しませ

ん。

ウ 受付期間

� 平成２１年８月３日（月）午前９時から９月１日（火）午

後５時まで

この出願システムは、９月１日（火）午後５時で終了し

ます。午後５時までに入力を完了していないと、たとえ接

続中（入力中）であっても申込みができなくなりますので

御注意ください。

� 最終日（９月１日）は大変混雑が予想されますので、余

裕を持って申し込んでください。

� 連絡先（問い合わせ先）

（財）行政書士試験研究センター

電話番号 ０３－５２５１－５６００

５ 特例措置の実施

身体の機能に障害のある方で試験中に特例措置（点字試験を含

む。）を希望される方は、申請の手続が必要となります。受験申

込みに先立って（財）行政書士試験研究センターへ必ず御相談く

ださい。

６ 合格発表の日時及び方法

� 日時

平成２２年１月２５日（月）午前９時

� 方法

（財）行政書士試験研究センターの掲示板に合格者の受験番

号を公示（掲示）します。なお、公示後、受験者全員に合否通

知書を郵送します。また、（財）行政書士試験研究センターの

ホームページ（http：／／gyosei―shiken．or．jp）に合格者の受験番

号を登載します。

別表（４関係） 愛媛県における試験案内及び受験願書の配布場所

配布場所 所 在 地 配布時間

愛媛県総務部新行政推

進局私学文書課

松山市一番町４－４

－２

午前８時

３０分から

午後５時

１５分まで

愛媛県東予地方局総務

企画部総務県民課
西条市喜多川７９６－１

愛媛県東予地方局今治

支局総務県民室

今治市旭町１－４－

９

愛媛県中予地方局総務

企画部総務県民課
松山市北持田町１３２

愛媛県南予地方局八幡

浜支局総務県民室

八幡浜市北浜１－３

－３７

愛媛県南予地方局総務

企画部総務県民課

宇和島市天神町７－

１

愛媛県行政書士会 松山市三番町４－１０

－１

愛媛県三番町ビル１

階

午前９時

から午後

５時まで

注 土曜日及び日曜日は、配布しません。

平成２１年７月７日 発行
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